
本庁舎有料広告事業（自由提案型）に関する 

簡易プロポーザルコンペ仕様書  

 

令和３年５月３１日 

 

 流山市では、公共施設を財産と捉え戦略的な施設経営を行うファシリ

ティマネジメント（以下「ＦＭ」という。）を推進している。 

 本庁舎有料広告事業（以下「本事業」という。）は、このＦＭ施策の

一環として、流山市役所本庁舎内に事業者のノウハウを活かした有料広

告を設置することにより、歳入の確保を図るもの。  

 本募集の目的は、民間事業者から優れたノウハウを活かした企画・広

告主の募集活動・広告の設置・維持管理から撤去に至るまでの一連の提

案を受けるために公募を行い、本市にとって歳入額を含めて、優れてい

ると考えられる応募者を選定することにある。  

優れている提案を行った応募者（以下「交渉権者」という。）は、プ

ロポーザル提案の内容を基に本市との間で契約の締結に向けた詳細協議

を行い、合意に至った場合に契約事業者（以下「事業者」という。）と

して本市と契約を締結し、本事業を実施する。 

ただし、本事業は解除条件付きの募集であり、本市との協議が合意に

至らない等により、本事業が実施できなくなった場合には、本件は提案

を募集したことに留まり事業化はされないことになる。 

１  事業名称   

本庁舎有料広告事業（自由提案型） 

２  事業期間   

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで  

３  事業場所   

流山市役所第１庁舎・第２庁舎・第３庁舎  

４  事業内容  

 交渉権者は、次に掲げる業務を実施するものとする。 

（１）企画提案書に基づき本市と協議し、契約を締結して事業者となる

こと。なお、本事業は自由提案型であり、別に定める「本庁舎有料

広告事業（広告付き地図案内板設置等）」対象の広告媒体設置検討

箇所の３か所（３ア～ウ）以外であれば、市役所第１庁舎・第２庁



舎・第３庁舎においてデジタルサイネージの設置または、広告パネ

ル設置等自由に広告媒体設置を提案できるもの。  

（２）広告主の募集活動を行うこと。ただし、掲出する民間広告の内容

については掲出の前に市で審査を要し、内容によっては審査が通ら

ない可能性がある。  

（３）広告媒体の導入から維持管理、撤去に至る一連の費用を調達する

こと。 

（４）設置した広告媒体の維持管理を行うこと。  

（５）契約期間の満了時、契約期間中に広告媒体の移動・撤去が必要と

なったとき、または契約が破棄されたときは、速やかに広告媒体を

移動・撤去し、原状復旧すること。  

（７）広告パネル設置の場合、最大設置枚数は９枚とする。  

（６）契約に基づく広告料を本市に納入すること。  

５  法令、基準等の遵守  

  本事業に関する提案及び実施にあたっては、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）、流山市財務規則（昭和６１年規則第１２号）、流山市

広告掲出要綱（平成２１年告示第５３号）、流山市印刷物等有料広告掲

載取扱要綱（平成１６年告示第１２号）をはじめ、関連法令や基準等を

遵守すること。  

６  最低納入金額及び納入方法  

（１）本事業（※広告パネル設置以外）の最低納入金額は年１００，０

００円以上（消費税相当額及び地方消費税相当額を除く。）とする。  

   ただし、広告パネル設置の提案については、最大設置枚数９枚、

最低納入金額は、年４００，０００円以上（消費税相当額及び地方

消費税相当額を除く。）とする。  

（２）納入方法は、別途発行する納入通知書により年１回、指定期日ま

でに納入すること。（年２回とすることも可能）  

７  事業スケジュール（予定）  

仕様書等の公表  令和３年５月３１日 

質問の受付 令和３年５月３１日～６月１１日 

質問の回答（ＨＰへ掲載） 令和３年６月１４日～６月１８日 

企画提案書の受付  令和３年６月２１日～７月１６日 



対象事業者の決定  令和３年７月下旬 

本市との協議  令和３年７月下旬～３月３１日  

広告媒体の設置・  

庁舎案内板等の更新  

令和４年４月１日～  

準備が整ったものから順次設置  

広告媒体等の維持管理  令和４年４月１日～令和９年３月３１日 

広告媒体の撤去  令和９年３月３１日  

８  広告媒体等に関する条件及び配慮事項  

（１）提案する広告媒体の種類、数量及び設置場所は、事業場所の屋内

の範囲とし、原則として応募者の自由とする。ただし、庁舎の機能

上、通行や利用に問題があると考えられる通路や事務室内の床面等

への広告媒体の設置の提案はできない。  

（２）設置する広告媒体の種類・位置・数量は、本事業の対象が市役所

本庁舎であり高い公共性をもつことを考慮して提案すること。 

（３）光熱水費が発生する広告媒体については、光熱水費相当分の算出

方法を明確にしたうえで、本市へ相当額を納入するもの。 

（４）デジタルサイネージ等の広告媒体を活用する場合には、可能な範

囲で市の行政情報を掲載できるよう配慮すること。  

（５）提案する広告媒体の種類、数量ごとに本市へ納入する広告料の算

出根拠を明確にすること。  

（６） 契約日以降に事業者が新たな広告媒体を設置しようとするときは、

その広告媒体の種類・数量・仕様や市へ納入する広告料を提示のう

え、本市との協議が整った場合に追加設置を可能とする。  

（７）本事業の契約期間内において、市は事業者へ通知のうえ、本事業

で設置される広告媒体以外の場所に、他の広告媒体を設置する可能

性がある。本事業の事業者は、そのことに対して異議申し立てはし

ないものとする。 

９  応募条件  

（１）本事業に関する一連の業務の遂行が可能であること。  

（２）過去５年間に国、県、市区町村において広告代理または掲出業務

の実績があること。  

（３）本仕様書公表の日から提案書提出日までの間において、次の要件

のいずれかに該当する者は、応募者及び応募者の構成員となること

ができない。  



  ア  流山市指名競争入札参加資格業者指名停止基準（平成３年４月１

日制定）に基づく指名停止、または流山市建設工事等暴力団対策措

置要綱（平成１９年６月１日制定）に基づく指名除外を受けている

者。 

  イ  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当する者。  

  ウ  手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過して

いない者、または本事業の提案書提出日の前６か月以内に不渡り手

形若しくは不渡り小切手を出した者。  

  エ  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

７７号）第３条または第４条の規定に基づき都道府県公安委員会が

指定した暴力団等の構成員を、役員、代理人、支配人その他の使用

人または入札代理人として使用している者。  

  オ  商法（明治３２年法律第４８号）の規定による会社の整理の開始

を命ぜられている者。  

  カ  民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した者で、

同法に基づく裁判所からの再生手続開始決定がされている者。  

  キ  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した者で、

同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がされている者。  

  ク  警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者また

はこれに準ずる者として、国土交通省発注工事等からの排除要請が

あり、当該状態が継続している者。  

  ケ  企画提案書に虚偽の記載をし、または重要な事実について記載を

しなかった者。  

  コ  法人税並びに消費税及び地方消費税を滞納している者。  

１０  応募に関する留意事項 

（１）費用負担  

  応募に関する全ての書類の作成及び提出に係る費用は、応募者の

負担とする。  

（２）提出書類の取り扱い・著作権  

  提出書類の著作権は、それぞれの応募者に帰属しますが、提出書

類は返却しません。本市は本事業の提案募集以外の目的で提出書類

を使用したり、情報を漏らしたりすることはない。なお、応募者が



事業者となった場合、その著作権は本市に帰属するものとする。 

（３）特許権  

  提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日

本国及び日本国以外の国の法令に基づき保護される第三者の権利の

対象となっている意匠、デザイン、設計、施工方法、工事材料、維

持管理方法などを使用した結果生じる責任は、事業者が負うものと

する。 

（４）本市からの提示資料の取り扱い  

   本市が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的で使用しては

ならない。また、応募者は、応募にあたって知り得た情報を第三者

に漏らしてはならない。  

（５）応募者の複数提案の禁止  

応募者は、１つの提案しか行うことができない。  

（６）市内事業者等の広告の積極的活用  

可能な範囲で市内の事業者等の広告を積極的に掲出するよう配慮

すること。 

（７）提出書類の変更禁止  

   いったん提出した書類の変更はできない。ただし、提出書類に脱

漏または不明確な表示等があり、かつ、本市が変更を認めたときは

この限りではない。  

（８）虚偽の記載の禁止  

企画提案書に虚偽の記載をした場合は、企画提案書を無効とする。 

１１  事業者選定の流れ 

（１）募集要綱の公表  

募集要綱は、本市のホームページにて公表する。  

（２）募集要綱に対する質問  

   本要綱に関する質問は、次により行う。なお、質問は各社１回限

りとする。 

ア  質問の方法 

   質問は、会社名・担当者名・連絡先を明らかにしたうえで、任意

様式により事務局に持参、郵送または電子メールにより提出するこ

と。郵送、電子メールの場合は、必ず事務局へ到着を確認すること。

なお、電話、口頭による質問は受け付けない。  



イ 受付期間 

   令和３年５月３１日～６月１１日（受付時間は、午前８時３０分

～午後５時）※郵送の場合は、６月１１日午後５時必着  

ウ  回答  

   回答は、令和３年６月１８日までに、本市のホームページで公表

するものとし、口頭による個別対応は行わない。なお、回答は本募

集要綱と一体のものとして同等の効力を持つものとする。 

（３）企画提案書の提出  

ア  企画提案書の提出  

   応募者は、本市指定様式による企画提案書を作成し、１３に記す

事務局へ持参または郵送で提出すること。 

※１：仮に提案が重複した場合（例：広告パネル提案の重複）市に

おいて審査（広告媒体の種類・設置位置・広告料等加味）を行い、

一方の提案を不採用にする可能性または、両提案を採用案件とす

るために企画提案書を受領した段階で広告設置位置の変更を打診

する可能性がある。また、提案箇所での設置が難しい場合につい

ては、市で設置か所の代替案を提案する可能性がある。 

※２：提案が被らない場合、市で審査を行った上で、複数社採用案

件にできる可能性がある。  

※３：現在の契約先以外の事業者が企画提案書の提出を市にする際

には、事前に市と協議すること。  

※４：広告パネル設置について提案する場合は、現在、学童クラブ

（２か所）に設置してある２台のＡＥＤの維持・管理を含めた提

案をすること。  

イ  受付期間 

   令和３年６月２１日～７月１６日（受付時間は、午前８時３０分

～午後５時）※郵送の場合は、７月１６日午後５時必着。 

ウ  応募資格要件の確認  

   企画提案書を提出した者の応募資格要件を確認し、条件を満たす

応募者の提案を有効提案として、対象事業の選定を行う。 

（４）対象事業者の選定 

   １３に記す事務局において、各事業者の提案を元に関係所管課と

協議の上、対象事業を選定とする。対象事業に選定された案件につ



いては契約に向けて交渉するものとする。 

ア  書類審査 

  １３に記す事務局において、各社の企画提案書を審査する。  

イ  関係所管課協議  

   有効提案を提出した応募者の案件については、提案設置場所によ

り関係所管課と協議を行い、審査する。  

ウ  結果通知 

（ア）審査結果は、文書で通知するものとする。  

（イ）審査結果に対する異議を申し立てることはできない。  

（ウ）審査結果は、本市のホームページで公表する。  

（エ）審査結果・審査内容に関する問い合わせには、一切回答できな

い。 

エ  失格  

次のいずれかに該当する場合は、失格とする。  

（ア）期限までに書類が提出されない場合  

（イ）提出書類に虚偽の記載があった場合  

（ウ）審査の公平性に影響を与える行為があった場合  

（エ）本募集要綱に違反すると認められる場合  

（５）詳細協議  

  対象事業に選定された事業者は、掲出する広告の場所・数量や仕

様等に関する諸条件について、本市と詳細協議を進めるものする。

なお、この際の協議は、提案事業者が行った提案の範囲内で行うも

のとし、費用は提案事業者の負担とする。また、事業期間について

は、原則５年とする、市と協議を行い、協議が整った場合には期間

を変更することができる。（最低３年）。  

（６）事業者との契約  

  本市は、対象事業に選定された提案事業者と、契約に向けた諸条

件に関する協議を行い、協議が整った場合に契約を締結する。なお、

協議が整わない場合は、事業化されないこととなる。  

１２  企画提案時提出書類 

次の提出書類をＡ４縦長ファイルに綴じたものを、企画提案書とし

て２部提出すること。（正本１部、副本１部） 

（１）提案者の会社概要（様式１－１）  



（２）実績一覧（様式１－２）  

（３）業務のフロー及びスケジュール（様式１－３）  

（４）提案趣旨（様式２－１）  

（５）設置する広告媒体（様式２－１）（様式２－２）  

平面図等を添付し、設置位置が分かるようにすること。  

（６）広告媒体の内訳書（様式２－２）  

（７）提案金額（様式２－１）（様式２－２）  

（８）各広告媒体の仕様に関する資料（任意様式）  

（９）本業務に関する提案（様式３）  

（１０）関係書類   

ア  印鑑証明書（受付日前３か月以内に発行されたもの）  

イ  商業登記簿謄本（受付日前３か月以内に発行されたもの）  

ウ  納税証明書その３の３ 

エ  財務諸表（最新決算年度のもの、写し可）  

ただし、（１０）については、本市有資格者名簿に登載されてい

る場合は添付  

１３  事務局  

   本事業に係る事務局は、次のとおりとします。  

窓口：流山市総務部財産活用課ファシリティマネジメント推進室  

住所：〒２７０－０１９２  流山市平和台１丁目１番地の１  

電話：０４－７１５０－６０６９  

電子メール：kanzai@city.nagareyama.chiba.jp 

 

 

 

 

 

 


